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令和４年度高知県電源立地地域対策交付金事業評価報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４ 土 企 発 第 265 号
令和５年３月８日                                                                                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
    高知県知事　　濵田　省司　様
                                                             

　　　高知県土佐郡土佐町土居１９４番地

                                                             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 土佐町長　　和田　守也  　 


　令和４年８月26日付け高知県指令４高知河川第32号をもって交付の決定通知を受けました高知県電源立地地域対策交付金にかかる交付金事業の成果の評価について高知県電源立地地域対策交付金交付要綱第９条第２項の規定により別紙のとおり報告します。


















別紙
 Ⅰ. 事業評価総括表（令和４年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	措置名
	交付金事業の名称
	交付金事業者名又は
間接交付金事業者名
	交付金事業に
要した経費
	交付金充当額
	備考

	１
	
地域活性化措置
	令和４年度
電源立地地域対策交付金事業　土佐町保育所運営事業
	土佐町
	7,313,000
	6,168,000
	



Ⅱ. 事業評価個表（令和４年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	番号
	措置名
	交付金事業の名称

	１
	地域活性化措置
	令和４年度　電源立地地域対策交付金事業　土佐町保育所運営事業

	交付金事業者名又は間接交付金事業者名
	土佐町

	交付金事業実施場所
	土佐郡土佐町田井　みつば保育園

	交付金事業の概要
	保育園運営職員人件費　保育士５名・５か月分（内１名は３か月間病休のため２か月分）
土佐町では第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、子育て支援の充実のために電源立地地域対策交付金を活用しています。

	交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とその目標
	交付金事業に関係する都道府県または市町村の主要政策・施策
・第２期土佐町子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）
　第５章　事業計画
　　３．各年度における教育・保育の量の見込み及び確保方策
　　（４）教育・保育の量の見込み及び確保方策
　　　　就学前児童数の推移、ニーズ調査から算出した教育・保育の利用意向や就労希望等により、保育必要性の認定区分、年齢区分に応じた計画期間における各年度の量の見込みを定め、提供体制の整備を図ります。
　　　　また、障害児、外国につながる幼児等特別な支援が必要な子どもが教育・保育を利用する際には、必要に応じて関係課等との連携を図ることや、使用可能な言語に配慮した案内を行うことなど、それぞれの事情に応じた丁寧な支援に取り組みます。

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率※100％）
　　　※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

	事業開始年度
	令和４年度
	事業終了年度
	令和４年度

	事業期間の設定理由
	

	交付金事業の成果
目標及び成果実績
	成果目標
	成果指標
	
	単位
	評価年度　令和４年度

	
	待機児童ゼロ
	入所を希望する児童の保育所受入率：保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100
	成果実績
	％
	100

	
	
	
	目標値
	％
	100

	
	
	
	達成度
	％
	100

	
	評価年度の設定理由

	
	毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施

	
	交付金事業の定性的な成果及び評価等

	
	本交付金の活用により、保育士人件費（４名・５ヶ月分、１名２か月分）を確保することができました。全国的に少子高齢化が進む中、土佐町においても、少子化対策及び子どもたちを取り巻く環境をよりよく整えることは町の重要課題のひとつとなっています。そのため、雇用の拡充にも力を入れていますが、例年、厳しい状況が続いています。一方で、核家族化や女性の社会進出が進み共働きの家庭が増加してきていることもあって、児童を取り巻く社会環境は一層変化してきております。このような状況の中、次代を担う子どもの健全育成のために保育所運営は重要な役割を果たしています。
今年度においても、就労している家庭への子育て支援として、０歳児保育、土曜日１日保育、園庭開放事業など保育サービスの維持によって待機児童を解消し、扶養者が安心して働ける地域づくりをすすめることができました。
　こうした観点から、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、当該交付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

	
	評価に係る第三者機関等の活用の有無

	
	無

	交付金事業の活動
指標及び活動実績
	活動指標
	
	単位
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度

	
	保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月））
	活動実績
	人・月
	25
	25
	25

	
	
	活動見込
	人・月
	25
	25
	25

	
	
	達成度
	％
	100
	100
	100

	交付金事業の総事業費等
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	備考

	
	総事業費
	6,592,000円
	6,758,000円
	7,313,000円
	町総事業費　7,313,000円

	
	交付金充当額
	5,941,000円
	6,138,000円
	6,168,000円
	

	
	
	うち文部科学省分
	
	
	
	

	
	
	うち経済産業省分
	5,941,000円
	6,138,000円
	6,168,000円
	

	交付金事業の契約の概要

	
	契約の目的
	契約の方法
	契約の相手方
	契約金額

	
	保育士人件費
	雇用
	保育士５名
	7,313,000円

	交付金事業の担当課室
	土佐町企画推進課

	交付金事業の評価課室
	土佐町企画推進課




